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健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和６年度 健全化判断比率

  （1）実質赤字比率

  （2）連結実質赤字比率

  （3）実質公債費比率

  （4）将来負担比率

２ 令和６年度 資金不足比率

３ １及び２の算定の基礎となる事項を記載した書類

第２ 審査の実施場所及び期間

   監査委員室

   令和７年７月１８日から令和７年８月１４日まで

第３ 審査の着眼点及び方法

   審査に当たっては、倉敷市監査基準に準拠し、健全化判断比率及び資金不足比率並

びにその算定の基礎となる事項を記載した書類が、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律その他関係法令等に適合して算定され、適正に作成されているかを主眼とし

て、関係書類等を照合審査するとともに関係職員から説明を聴取するなど、一般に公

正妥当と認められる審査手続きにより実施した。

第４ 審査の結果

   審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びに算定の基礎となる事項を

記載した書類は、いずれも関係法令等に適合して算定され、適正に作成されているも

のと認めた。

   審査の概要並びにそれに対する意見は、次のとおりである。
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１ 算定対象会計

  健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は、次のとおりである。

第三セクターのうち、要件に該当しない団体（債務補償契約を締結していない等）

モーターボート競走事業会計

普
通
会
計

一　　般　　会　　計

一般会計等に属
する特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計

公
営
事
業
会
計

一般会計等以外
の特別会計のう
ち公営企業に係
る特別会計以外

の特別会計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計

法適用企業

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

市 民 病 院 事 業 会 計

備 南 衛 生 施 設 組 合

高 梁 川 東 西 用 水 組 合

八 ケ 郷 合 同 用 水 組 合

湛 井 十 二 箇 郷 組 合

岡 山 県 市 町 村 総 合 事 務 組 合

岡山県後期高齢者医療広域連合

備 南 水 道 企 業 団

岡 山 県 南 部 水 道 企 業 団

岡 山 県 広 域 水 道 企 業 団

地　方　公　社
第三セクター等

倉 敷 市 土 地 開 発 公 社

一般財団法人倉敷市開発公社

ふ な お ワ イ ナ リ ー 有 限 会 社

岡 山 県 信 用 保 証 協 会

一般財団法人倉敷市船穂農業公社

 一部事務組合・
広 域 連 合

倉 敷 西 部 清 掃 施 設 組 合

総 社 広 域 環 境 施 設 組 合

・倉敷市開発ビル株式会社
・くらしきシティプラザ東西ビル管理株式会社
・社会福祉法人倉敷市総合福祉事業団
・公益財団法人倉敷市文化振興財団
・公益財団法人倉敷市スポーツ振興協会
・公益財団法人倉敷市保健医療センター

実
質
赤
字
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資
金
不
足
比
率
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２ 健全化判断比率

  健全化判断比率の状況は、次のとおりである。

                    （単位：％、ポイント）

区   分 令和６年度 令和５年度 増 減
早期健全

化 基 準

財政再生

基  準

実 質 赤 字 比 率 －

(△4.92)

－

(△5.39)

－

(0.47)

11.25 20.00

連結実質赤字比率 －

(△37.35)

－

(△42.74)

－

(5.39)

16.25 30.00

実質公債費比率 3.2 3.0 0.2 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 0.0 －

(△2.5)

2.5 350.0 －

  （注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果が赤字でないため「－」で表示した。

各比率の（  ）内の数値は計算結果に基づく数値を参考として表示した。

実質赤字比率、連結実質赤字比率については、該当の数値はない。

  当年度の実質公債費比率は 3.2％で、前年度に比べ 0.2ポイント上昇したが、早期健全

化基準（25.0％）を下回っている。

  将来負担比率は 0.0％で、前年度に比べ 2.5ポイント上昇したが、早期健全化基準

（350.0％）を下回っている。

本市の比率は、いずれも国の示す基準では、財政の健全段階の範囲である。

[早期健全化基準、財政再生基準の適用]

地方公共団体の財政破綻を未然に防ぐために「早期健全化基準」、「財政再生基準」の２段

階で財政悪化をチェックすることが目的である。

健全化判断比率のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て財

政健全化計画を定めることとなる。

財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難と認められるとき

は、国等の関与により、確実な財政再生が行われることとなる。
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（1）実質赤字比率

福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化

し、財政運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。

             

実質収支額は 58億1,863万円の黒字となっているため、実質赤字比率はない。

参考としての比率を求めたところ △4.92％となり、前年度に比べ 0.47ポイント

黒字の比率が低下している。

（単位：％、ポイント）

区    分 令和６年度 令和５年度 増 減

実質赤字比率（参考比率）A／B △4.92 △5.39 0.47

                                  

（単位：千円、％）

区    分
実 質 収 支 額

増減額 増減率
令和６年度 令和５年度

一 般 会 計 5,807,097 6,177,977 △370,880 △6.0

一般会計等に属する特別会計 11,538 8,474 3,064 36.2

母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計 11,538 8,474 3,064 36.2

合    計  A 5,818,635 6,186,451 △367,816 △5.9

標準財政規模   B 118,041,925 114,620,816 3,421,109 3.0

実質収支額の合計は 58億1,863万円で、前年度に比べ 3億6,781円（5.9％）の減少と

なっている。これは主として、一般会計の実質収支額が減少したことによるものである。

[標準財政規模]                        （単位：千円、％）

区    分 令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

標準税収入額等 97,911,915 97,908,487 3,428 0.0

普通交付税額 18,824,294 14,277,394 4,546,900 31.8

臨時財政対策債 1,305,716 2,434,935 △1,129,219 △46.4

合    計 118,041,925 114,620,816 3,421,109 3.0

（注）標準財政規模とは、地方公共団体の市税・譲与税・普通交付税などの標準的な規模を示すもの。

標準財政規模は、標準税収入額等 979億1,191万円、普通交付税額 188億2,429万円、

臨時財政対策債 13億571万円の合計額 1,180億4,192万円で、前年度に比べ 34億2,110

万円（3.0％）増加している。

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額 A

標準財政規模 B
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（2）連結実質赤字比率

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標

化し、財政運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。

     

     

連結実質収支額等は 440億9,132万円の黒字となっているため、連結実質赤字比率

はない。

参考としての比率を求めたところ △37.35％となり、前年度に比べ 5.39ポイント

黒字の比率が低下している。

    

（単位：％、ポイント）

区    分 令和６年度 令和５年度 増 減

連結実質赤字比率（参考比率） (A+B) ／ C △37.35 △42.74 5.39

（単位：千円、％）

会  計  名
実 質 収 支 額

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

一  般  会  計  等 5,818,635 6,186,451 △367,816 △5.9

一般会計等以外の特

別会計のうち公営企

業に係る特別会計以

外の特別会計

国民健康保険事業特別会計 151,853 47,609 104,244 219.0

介護保険事業特別会計 705,063 612,290 92,773 15.2

後期高齢者医療事業特別会計 25,327 228,650 △203,323 △88.9

小     計    A 6,700,878 7,075,000 △374,122 △5.3

会  計  名
資 金 剰 余 額

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

法 適 用

企 業

下水道事業会計 3,203,124 2,885,637 317,487 11.0

水道事業会計 3,282,041 5,005,325 △1,723,284 △34.4

市民病院事業会計 2,089,825 2,038,282 51,543 2.5

モーターボート競走事業会計 28,815,454 31,991,097 △3,175,643 △9.9

小     計   B 37,390,444 41,920,341 △4,529,897 △10.8

合    計  A+B 44,091,322 48,995,341 △4,904,019 △10.0

標準財政規模    C 118,041,925 114,620,816 3,421,109 3.0

連結実質収支額等の合計は 440億9,132万円で、前年度に比べ 49億401万円（10.0％）

の減少となっている。これは主として、モーターボート競走事業会計及び水道事業会

計の資金剰余額が減少したことによるものである。

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額（A+B）

標準財政規模 C
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（3）実質公債費比率

一般会計等が負担する借入金（市債）の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標

化し、資金繰りの危険度を示したもので、比率は次の算式による。

            （元利償還金 A ＋準元利償還金 B ）－
      （特定財源 C ＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 D ）
     ＝                             
                             （標準財政規模 E ）－           
        （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 D ）

実質公債費比率は、次表のとおりである。

（単位：％、ポイント）

区     分 令和６年度 令和５年度 増 減

実質公債費比率（３か年平均） 3.2 3.0 0.2

実質公債費比率算定の内訳は、次表のとおりである。

（単位：千円、％）

区     分 令和６年度 令和５年度 令和４年度

A 元利償還金 18,596,491 18,583,751 17,631,535

B 準元利償還金 6,313,005 6,583,144 6,846,264

C 特定財源 4,057,780 3,754,234 3,833,971

D
元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要
額算入額

17,607,855 18,030,483 17,868,108

E 標準財政規模 118,041,925 114,620,816 112,923,732

単年度実質公債費比率 3.2 3.5 2.9

（注1）基準財政需要額とは、普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体が合理的かつ妥当な水準

で行政を運営した場合にかかる経費を一定の方法で算定したものである。

（注2）令和３年度の単年度実質公債費比率は、2.6％である。

     

当年度の実質公債費比率は 3.2％で、前年度に比べ 0.2ポイント上昇している。

これは、３か年の平均値であり、当年度の単年度実質公債費比率 3.2％が、令和３

年度の当該比率 2.6％を上回ったことによるものである。

実質公債費

比   率

３か年

平 均
の
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  (ア) 元利償還金、準元利償還金の状況について

                                 （単位：千円、％）

区     分 令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

元利償還金（一般会計等）（注 1） 18,596,491 18,583,751 12,740 0.1

準 元 利 償 還 金 （注 2） 6,313,005 6,583,144 △270,139 △4.1

下水道事業会計 5,631,316 5,921,641 △290,325 △4.9

水道事業会計 3,508 7,874 △4,366 △55.4

市民病院事業会計 186,723 175,921 10,802 6.1

一部事務組合 18,051 1,870 16,181 865.3

公債費に準ずる債務負担行為額 269,191 272,481 △3,290 △1.2

満期一括償還地方債に係る年度割相当額ほか 204,216 203,357 859 0.4

合     計 24,909,496 25,166,895 △257,399 △1.0

（注1）元利償還金は、一般会計などの公債費である。

（注2）準元利償還金は、主として公営事業会計の支払う元利償還への一般会計からの繰入金や将来の支払

を約束した債務負担行為額である。

元利償還金及び準元利償還金は、前年度に比べ 2億5,739万円（1.0％）の減少と

なっている。これは主として、下水道事業会計の支払う元利償還への一般会計から

の繰入金などの準元利償還金が減少したことによるものである。

   (イ) 特定財源の状況について

                                   （単位：千円、％）

区     分 令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

国、県からの利子補給 21,980 34,179 △12,199 △35.7

貸付金の財源として発行した市

債に係る貸付金の元利償還金
13,408 11,213 2,195 19.6

公営住宅使用料 289,802 337,986 △48,184 △14.3

都市計画事業の財源として発行された

市債償還額に充当した都市計画税
3,457,113 3,370,856 86,257 2.6

その他 275,477 0 275,477 皆増

合     計 4,057,780 3,754,234 303,546 8.1

（注）特定財源は公債費に充当されているものである。

特定財源は、前年度に比べ 3億354万円（8.1％）の増加となっている。これは主と

して、「令和５年度臨時財政対策債償還基金費」が当年度に計上されたことにより、

その他の特定財源が皆増となったことによるものである。
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   (ウ) 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額の状況について

                                （単位：千円、％）

区     分 令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

災害復旧費等に係る基準財政需要額

（注 1）
14,185,973 14,706,023 △520,050 △3.5

密度補正により基準財政需要額に算入

された元利償還金及び準元利償還金

（注 2）

164,789 163,094 1,695 1.0

事業費補正により基準財政需要額に算

入された公債費             （注 3）
3,257,093 3,161,366 95,727 3.0

合     計 17,607,855 18,030,483 △422,628 △2.3

（注 1）臨時財政対策債や公防債、合併特例債の償還金が主なものである。

（注 2）一般会計出資債及び病院事業債の償還金である。

（注 3）下水道費や地域振興費（人口）の市債償還金が主なものである。

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は、前年度に比べ 4億 2,262

万円（2.3％）の減少となっている。これは主として、災害復旧費等に係る基準財政需

要額が減少したことによるものである。
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（4）将来負担比率

地方公共団体の一般会計の借入金（市債）や将来支払っていく可能性のある負担

等の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうか

を示すもので、比率は次の算式による。

将来負担比率＝
将来負担額 A  － 充当可能な財源（基金・特定歳入等） B

標準財政規模 C － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 D 

将来負担額から充当可能な財源を差し引いた数値は 3,149万円で、将来負担比率は

0.0％となっており、前年度に比べ 2.5ポイント上昇している。

（単位：％、ポイント）

区     分 令和６年度 令和５年度 増 減

将来負担比率   (A-B)/(C-D) 0.0 △2.5 2.5

将来負担比率算定の内訳は、次表のとおりである。

（単位：千円、％）

区     分 令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

A 将来負担額 279,921,485 282,789,625 △2,868,140 △1.0

B
充当可能な財源

（基金・特定歳入等）
279,889,986 285,219,788 △5,329,802 △1.9

(A-B) 31,499 △2,430,163 2,461,662 101.3

C 標準財政規模 118,041,925 114,620,816 3,421,109 3.0

D
元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額

17,607,855 18,030,483 △422,628 △2.3

(C-D) 100,434,070 96,590,333 3,843,737 4.0

将来負担額から充当可能な財源を差し引いた数値は、前年度に比べ 24億6,166万円

（101.3％）の増加となっている。これは将来負担額が減少したものの、充当可能な財源

が減少したことによるものである。
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(ア) 将来負担額の状況について

                         （単位：千円、％）

区     分 令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

市債の現在高 202,312,372 204,249,928 △1,937,556 △0.9

債務負担行為に基づく支出予定額 6,434,066 4,386,508 2,047,558 46.7

公営企業債等繰入見込額 46,429,905 50,380,761 △3,950,856 △7.8

組合等への負担等見込額 1,640,010 1,313,580 326,430 24.9

退職手当負担見込額 22,974,830 22,330,496 644,334 2.9

設立法人の負債額等負担見込額 130,302 128,352 1,950 1.5

合     計 279,921,485 282,789,625 △2,868,140 △1.0

    

将来負担額は 2,799億2,148万円で、前年度に比べ 28億6,814万円（1.0％）の減少

となっている。これは主として、債務負担行為に基づく支出予定額が増加したものの、

公営企業債等繰入見込額及び市債の現在高が減少したことによるものである。

   (イ) 充当可能な財源（基金・特定歳入など）の状況について

                 （単位：千円、％）

区     分 令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

充当可能な基金      （注 1） 60,838,309 59,055,373 1,782,936 3.0

充当可能な特定歳入    （注 2） 31,937,035 32,454,491 △517,456 △1.6

うち都市計画税 27,746,755 27,449,768 296,987 1.1

基準財政需要額へ算入される見込額（注 3） 187,114,642 193,709,924 △6,595,282 △3.4

合     計 279,889,986 285,219,788 △5,329,802 △1.9

（注 1）地方自治法第 241 条に規定する基金であって、現金・預金・国債等で保有しているもの。

（注 2）市債の償還に充当することができる国・県等からの補助金、市営住宅使用料及び都市計画税などを対象

としている。

（注 3）公債費等について国の定めた算定額を財政需要額へ算入するもの。

充当可能な財源は、財政調整基金など２６基金 608 億 3,830 万円、都市計画事業の

財源として発行された市債償還額に充当した都市計画税などの特定歳入 319 億 3,703

万円、地方交付税の算定に用いる基準財政需要額へ算入される見込額 1,871 億 1,464

万円で、全体では 2,798 億 8,998 万円となり、前年度と比べ 53億 2,980 万円（1.9％）

の減少となっている。これは主として、充当可能な基金が増加したものの、基準財政

需要額へ算入される見込額が減少したことによるものである。
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３ 資金不足比率

公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模と比較して指標化し、経営状況の深刻

度を示すものである。

資金不足比率の状況は次のとおりである。

                               （単位：％、ポイント）

区   分 令和６年度 令和５年度 増 減
経営健全化

基 準

下 水 道 事 業 会 計
－

（△39.75）

－

（△36.21）

－

（△3.54）

20.0

水 道 事 業 会 計
－

（△43.65）

－

（△66.32）

－

（22.67）

市 民 病 院 事 業 会 計
－

（△62.90）

－

（△63.48）

－

（0.58）

ﾓｰﾀ ｰ ﾎ ﾞ ｰ ﾄ競走事業会計
－

（△42.56）

－

（△42.72）

－

（0.16）

（注）資金不足比率については、算定した結果が赤字でないため「－」で表示した。各比率の（  ）内の

数値は計算結果に基づく数値を参考として表示した。

いずれの会計も資金不足額を生じていないため、該当の数値はない。

本市の比率は、いずれも国の示す基準では、財政の健全段階の範囲である。

参考としての比率を求めたところ、水道事業会計は △43.65％となり前年度に比べ

22.67ポイント、市民病院事業会計は △62.90％となり前年度に比べ 0.58ポイント、モー

ターボート競走事業会計は △42.56％となり前年度に比べ 0.16ポイント低下したが、下

水道事業会計は △39.75％となり前年度に比べ 3.54ポイント上昇している。

  [経営健全化基準の適用]

資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て経営健全化計画を定め

ることとなる。
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法適用企業

法適用企業の資金剰余額の状況は、次表のとおりである。

                                 （単位：千円）

区   分 会計年度

A

負債等

（注 1）

B

建設改良費等

以外の経費の

財源に充てる

ために起こし

た 地方債の

現 在 高

C

資産等

（注 2）

D

解消可

能資金

不足額

資金剰余額

E

事業規模

下 水 道

事 業 会 計

令和６年度 809,911 0 4,013,035 0 3,203,124 8,057,667

令和５年度 1,329,283 0 4,214,920 0 2,885,637 7,969,708

増 減 額 △519,372 0 △201,885 0 317,487 87,959

水道事業会計

令和６年度 2,649,566 0 5,931,607 0 3,282,041 7,519,100

令和５年度 2,124,162 0 7,129,487 0 5,005,325 7,547,397

増 減 額 525,404 0 △1,197,880 0 △1,723,284 △28,297

市 民 病 院

事 業 会 計

令和６年度 343,110 0 2,432,935 0 2,089,825 3,322,293

令和５年度 962,174 0 3,000,456 0 2,038,282 3,210,954

増 減 額 △619,064 0 △567,521 0 51,543 111,339

ﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄ競走

事 業 会 計

令和６年度 3,862,895 0 32,678,349 0 28,815,454 67,704,451

令和５年度 4,309,930 0 36,301,027 0 31,991,097 74,885,431

増 減 額 △447,035 0 △3,622,678 0 △3,175,643 △7,180,980

（注 1）負債等＝流動負債－（控除企業債等＋控除未払金等＋控除額＋ＰＦＩ建設事業費等）

（注 2）資産等＝流動資産－（控除財源＋控除額）

比率は次の算式によるが、各会計とも資金不足額を生じていないため、該当の数値

はない。

   

公営企業における法適用企業の資金剰余額は、水道事業会計で 32億8,204万円と

なり前年度に比べ 17億2,328万円、モーターボート競走事業会計で 288億1,545万

円となり前年度に比べ 31億7,564万円減少したものの、下水道事業会計で 32億312

万円となり前年度に比べ 3億1,748万円、市民病院事業会計で 20億8,982万円とな

り前年度に比べ 5,154万円増加している。

資金不足比率 ＝

資金不足額 {（負債等 Ａ ＋建設改良費等以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債の現在高 Ｂ －資産等 Ｃ ）－解消
可能資金不足額 Ｄ }

事 業 規 模 Ｅ
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第５ 審査意見

健全化判断比率のうち、実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、黒字となって

いるため、数値として表示されない。

実質公債費比率については、当年度の単年度実質公債費比率が、令和３年度の当該比率

を上回ったことにより、前年度と比べ 0.2 ポイント上昇し 3.2％となっている。

将来負担比率については、将来負担額は減少したものの、充当可能な財源が減少し、将

来負担額を下回ったことにより、前年度と比べ 2.5 ポイント上昇し 0.0％となっている。

資金不足比率については、いずれの会計においても資金不足額を生じていないため、数

値として表示されない。

このように、本市の健全化判断比率は早期健全化基準を、資金不足比率は経営健全化基

準を、いずれも下回っており財政の健全段階の範囲である。

当年度は、将来世代の負担となる市債残高は減少しているものの、今後において、防災・

減災対策や公共施設の長寿命化・複合化などに伴い市債残高や公債費の増加が見込まれる

ことから、将来世代に過度の負担を残すことのないよう、財政負担の公平性を念頭に置い

て、健全化判断比率等の改善にもつながる負債の縮減や基金の確保に取り組むなど、更な

る健全な財政運営、健全な企業経営に向けて一層の努力を期待するものである。


